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１　学校法人の概要

○　建学の精神 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

「究理実践」
　本学園の建学の精神である「究理実践」は、理論の追求と実践とを一つに結び合わせようとすることを目指
して、教育と研究そして人材育成を行っていくという姿勢を表しています。これは、近代思想の祖とされるドイツ
の思想家ライプニッツが提唱するTheoria Cum Praxi という思想に基づくもので、本来は矛盾する「理論と実践」
を敢えて一つに結び合わせようとする懸命の努力の中に人間の成長の可能性があり、また、そこにこそ社会や科
学の発展の原動力が潜んでいるという思想的根拠に基づき建学の精神としています。

○　学園の基本理念 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

「対話」の教育・「対話」の経営
　本学園の建学の精神に立脚しつつ、哲学者マルティン・ブーバーの提唱する互いに認め合い、共感し合い、
時には反発し合う「対話」の関係に基づき、完全に解け合ってしまうことなく、対立を続けるわけでもない、理
想的関係の中で学術の研鑽と人材育成並びに学園経営を分断することなく、連携を保ちながら高い次元での
調和を成し遂げるために、「対話」の教育・「対話」の経営を本学園の基本理念とします。

○　学園の使命 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

①　高等教育の普及と拡大
　「誰でも高等教育を受けることができる」という理想に近づけるとともに、入学希望者の意欲や関心、知
識や社会活動・経験を多面的に評価する総合型選抜（AO）や社会人としての教養、学び直し・リカレント
教育を推進する一般選抜（社会人）など様 な々取組を展開して、ユニバーサル・アクセス時代に呼応する
高等教育を目指します。

②　対人援助力を持ち備えた人材育成
　自らの特性を社会的に実現し、「対話」の精神を自得した円満な人格を形成した人材を育成するという目
的のもと、対人援助力を持った人材を育成します。

③　地域の要請に応える人材育成
　「究理実践」という建学の精神のもと、大学と短期大学に 7つの学科を設置し、地域の要請に応える
実践的な能力を持つ人材を育成します。さらに、大学には大学院を設け、より専門的な能力を持った人材
を育成します。

④　地域連携・社会貢献
　本学園の所有する知的財産の提供を積極的に行うため、自治体、企業、学校等と関係を深め、地域と
連携した学園を目指すとともに、社会への貢献活動を積極的に行います。

⑤　平和に寄与する人材育成
　平和を希求する地域にある学園として、「平和」に対する理念に基づき、教育、研究、地域貢献など様々
な取組に努めます。

⑴　建学の精神、基本理念、使命
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１　学校法人の概要

○　経営理念 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

「対話」の経営
　本学園の経営理念は「対話」の経営です。「理事会」「理事協議会」「評議員会」において、理事、監事、
評議員、職員が一体となり、学園や大学の情報を共有化し、協議、検討を重ねていきます。また、可能な限
り経営情報を公表していきます。

○　経営目標 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

①　特色と魅力を持った「小さくてもきらりと光る」学園運営を目指します。
②　全ての学生の夢と未来への飛躍を実現する学園運営を目指します。
③　経営基盤の強化、永続的な学園運営を目指します。
④　財政健全化を図るため、主要項目（学生数・職員数・消費収支差額）に目標値を設定し、中期経
　営計画Ⅳの計画期間内にその実現を目指します。

○　経営戦略 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

①　経営のガバナンスの強化
　理事長の直轄機関である「学園経営企画会議」を中核に、理事長のガバナンスの確立を図るとともに、
本学園の管理運営機関である理事会、評議員会などの機能権能を通じて外部の意思を十分に反映させる
ことで、経営を強化していきます。

②　職員の意識改革
　私学を取り巻く環境の変化に対応し、本学園の基本的理念の具現化や実践化を推進するため、課題認
識の共有化をはじめ FD・SD 体制を充実するなど、職員の意識改革を進めます。

③　教職協働体制の構築
　教職協働の観点から、学園全体を教員組織、事務組織の両面から見直し、円滑でスピード感ある組織
体制を構築します。

④　情報公開とコンプライアンス体制の充実
　本学園の教育研究活動に関する情報や経営・財務状況等についてホームページや刊行物などにより積
極的に情報公開するとともに、公的教育研究機関としての説明責任（アカウンタビリティ）を果たします。
また、各種法令、ハラスメント、男女雇用機会均等、公益通報制度などに関するコンプライアンス体制

を充実します。

⑵　経営理念・経営目標・経営戦略
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昭和 26 (1951)
昭和 39 (1964)
昭和 42 (1967)
昭和 44 (1969)

昭和 45 (1970)
昭和 47 (1972)
昭和 51 (1976)
昭和 57 (1982)
昭和 61 (1986)
昭和 63 (1988)
平成 3 (1991)
平成 7 (1995)
平成 9 (1997)

平成 11 (1999)

平成 13 (2001)
平成 14 (2002)
平成 15 (2003)

平成 16 (2004)

平成 17 (2005)
平成 19 (2007)
平成 20 (2008)
平成 21 (2009)

平成 22 (2010)
平成 24 (2012)
平成 25 (2013)
平成 26 (2014)

平成 28 (2016)
平成 30 (2018)

令和元 (2019)
令和 3  (2021)
令和 4  (2022)

学校法人筒井学園　設立（広島高等洋裁女学院設立は昭和 21年）
広島文化女子短期大学被服科設立
広島文化女子短期大学食物栄養科設置
全職員協議会発足 (対話による教育推進委員会設置 )
被服科を被服学科に名称変更食物栄養科を食物栄養学科に名称変更
「究理実践」を本学園の基本理念とする
法人名称を筒井学園から広島文化学園に変更
音楽学科設置
幼児教育学科設置
呉女子短期大学経営情報学科、生活学科開学 (公私協力－阿賀キャンパス ) 
広島文化女子短期大学被服学科を生活文化学科に名称変更
広島文化女子短期大学食物栄養学科を生活科学科に名称変更
呉大学社会情報学部社会情報学科開学 (公私協力－郷原キャンパス )  
呉女子短期大学生活学科を廃止
呉女子短期大学を呉大学短期大学部に名称変更
呉大学大学院社会情報研究科修士課程設置
呉大学看護学部看護学科設置 (公私協力－阿賀キャンパス ) 
広島文化女子短期大学を広島文化短期大学に名称変更 (男女共学 ) 
呉大学大学院社会情報研究科博士課程 (後期 )設置
呉大学短期大学部経営情報学科を地域情報学科に名称変更
呉大学社会情報学部改組転換福祉情報学科設置
広島文化短期大学 生活文化学科と生活科学科生活科学専攻を廃止し、コミュニティ生活学科を
設置
広島文化短期大学生活科学科栄養専攻を食物栄養学科に名称変更
広島文化短期大学幼児教育学科を保育学科に名称変更
広島文化短期大学コミュニティ生活学科が地域総合科学科として認定
呉大学坂キャンパス開設
呉大学大学院看護学研究科修士課程設置
呉大学短期大学部地域情報学科をコミュニティデザイン学科に名称変更
呉大学社会情報学部福祉情報学科を坂キャンパスへ移転
呉大学短期大学部学生募集停止
呉大学短期大学部廃止
呉大学社会情報学部福祉情報学科を健康福祉学科に名称変更
呉大学を広島文化学園大学に名称変更
広島文化短期大学を広島文化学園短期大学に名称変更
広島文化学園大学学芸学部子ども学科、音楽学科設置
広島文化学園大学大学院看護学研究科博士課程 (後期 )設置
広島文化学園大学社会情報学部社会情報学科を改組転換グローバルビジネス学科として設置
広島文化学園大学大学院教育学研究科修士課程設置
広島文化学園大学留学生別科設置
広島文化学園大学大学院教育学研究科博士課程 (後期 )設置
広島文化学園大学社会情報学部、大学院社会情報研究科　学生募集停止
広島文化学園大学人間健康学部スポーツ健康福祉学科設置
広島文化学園大学大学院社会情報研究科廃止
広島文化学園大学社会情報学部廃止
広島文化学園大学大学院人間健康学研究科修士課程設置

⑶　沿革

１　学校法人の概要
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１　学校法人の概要

⑷　設置する大学、学部・学科、キャンパス

令和 7年 3月 31日現在

4

設置する大学 開校年月 学部・学科 摘要

広島文化学園大学大学院

平成 16年 4月 1日 看護学研究科（博士前期課程）

平成 24年 4月 1日 看護学研究科（博士後期課程）

平成 26年 4月 1日 教育学研究科（博士前期課程）

平成 28年 4月 1日 教育学研究科（博士後期課程）

令和  4  年 4月 1日 人間健康学研究科（修士課程）

広島文化学園大学

平成 11年 4月 1日 看護学部看護学科

平成 22年 4月 1日 学芸学部子ども学科

平成 22年 4月 1日 学芸学部音楽学科

平成 30年 4月 1日 人間健康学部スポーツ健康福祉学科

広島文化学園短期大学

平成 15年 4月 1日 コミュニティ生活学科

昭和 42年 4月 1日 食物栄養学科

平成 15年 4月 1日 保育学科

設置する大学 キャンパス名 住所

広島文化学園大学 広島坂キャンパス 〒731-4312　安芸郡坂町平成ヶ浜三丁目 3番 20号

広島文化学園大学 呉郷原キャンパス 〒737-0182　呉市郷原学びの丘一丁目１番１号

広島文化学園大学 呉阿賀キャンパス
〒737-0004　呉市阿賀南二丁目 10番 3号

広島文化学園短期大学 呉阿賀サテライトキャンパス

広島文化学園大学
広島長束キャンパス 〒731-0136　広島市安佐南区長束西三丁目 5番 1号

広島文化学園短期大学
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１　学校法人の概要

⑸　大学、学部・学科等の学生数の状況

令和 7年 3月 1日現在

⑸ 大学・学部・学科等の学生数の状況

① 広島文化学園大学大学院 

設置研究科 
令和 6 年度 令和5年度

入学定員 入学者数 収容定員 学生数 充足率 学生数

看護学研究科 
博士(後期)課程 3 人 0 人 9 人 7 人 77.8％ 8 人
博士(前期)課程 6 人 0 人 12 人 4 人 33.3％ 8 人

教育学研究科 
博士(後期)課程 3 人 0 人 9 人 1 人 11.1％ 3 人
博士(前期)課程 3 人 1 人 6 人 1 人 16.7％ 2 人

人間健康学研究科 修士課程 5 人 2 人 10 人 6 人 60.0％ 7 人
合  計  20 人 3 人 46 人 19 人 41.3％ 28 人
  

②広島文化学園大学 

設置学部・学科 
令和 6 年度 令和5年度

入学定員 入学者数 収容定員 学生数 充足率 学生数
看護学部 看護学科 118 人 77 人 480 人 317 人 66.0％ 363 人

学芸学部 
子ども学科 85 人 48 人 330 人 217 人 65.8％ 253 人
音楽学科 40 人 30 人 160 人 145 人 90.6％ 164 人

人間健康学部 スポーツ健康福祉学科 155 人 142 人 585 人 538 人 92.0％ 549 人
  合  計  398 人 297 人 1,555 人 1,217 人 78.3％ 1,329 人

   

 ③広島文化学園短期大学 

設置学科 
令和 6 年度 令和5年度

入学定員 入学者数 収容定員 学生数 充足率 学生数
コミュニティ生活学科 90 人 72 人 170 人 144 人 84.7％ 174 人
食物栄養学科 50 人 45 人 100 人 97 人 97.0％ 93 人
保育学科 70 人 46 人 170 人 86 人 50.6％ 96 人

合  計  210 人 163 人 440 人 327 人 74.3％ 363 人
  

総合計（①＋②＋③） 628 人 463 人 2,041 人 1,563 人 76.6％ 1,720 人

（令和 7 年 3 月 1 日現在） 



１　学校法人の概要
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学校法人広島文化学園
理事長 森元   弘志

学校法人広島文化学園
副理事長   荒本   徹哉

学校法人広島文化学園
学園長 海見   俊宏

広島文化学園大学・短期大学
学長 坂越　正樹

⑹ 理事・監事・評議員の概要（令和 7 年 3 月 31 日現在）
 ①理事（定員 7〜10 名、現員 9 名） 

氏 名 常勤・非常勤 号該当 氏 名 常勤・非常勤 号該当
坂越 正樹 常勤(学⻑) 1 号 大之木精二 非常勤 3 号 
森元 弘志 常勤(理事⻑) 2 号 新納 愼治 非常勤 3 号 
海見 俊宏 常勤(学園⻑) 2 号 中本 克州 非常勤 3 号 
荒本 徹哉 常勤(副理事⻑) 2 号 岡村 清治 非常勤 3 号 

   宮原 眞治 非常勤 3 号 
   

②監事（定員 2〜3 名、現員 2 名） 
氏 名 常勤・非常勤 号該当 氏 名 常勤・非常勤 号該当

水野 秀平 非常勤 杉浦 正和 非常勤 

③評議員（定員 17〜26 名、現員 21 名） 
氏 名 常勤・非常勤 号該当 氏 名 常勤・非常勤 号該当

坂越 正樹 常勤 1 号 後藤 俊明 非常勤 4 号 
森元 弘志 常勤 2 号 新井 幸司 非常勤 4 号 
海見 俊宏 常勤 2 号 柚木 文隆 非常勤 4 号 
荒本 徹哉 常勤 2 号 上新 宏一 非常勤 4 号 
松元 健治 常勤 2 号 荒瀬 尚美 非常勤 4 号 
渡邊 一照 非常勤 3 号 上野 孝徳 非常勤 4 号 
舞原 理人 非常勤 3 号 藤本 利絵 非常勤 4 号 
札場 由麻 非常勤 3 号 水原 正博 非常勤 4 号 
小林泰一郎 非常勤 4 号 岡田 郁子 非常勤 4 号 
田中 美貴 非常勤 4 号 栗栖  弦 非常勤 4 号 
香川 治子 非常勤 4 号   



１　学校法人の概要
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⑺ 役員会等の開催状況
①理事会 8 回
②評議員会 3 回
③理事協議会 4 回
④学園経営企画会議 25 回

⑻ 職員の概要（令和 7 年 3 月 31 日現在）

① 職員数（学⻑以外の常勤理事を除く。）                 （単位：人）

②専任職員の人事（採用者・退職者）（令和 6 年 4 月 1 日〜令和 7 年 3 月 31 日）
区 分 教職員 人 数  

採用
教育職員 48（28）人
事務職員 22（16）人   

退職
教育職員 42 人  

事務職員 15 人  

（ ）内の数字は再雇用者数

学長 副学長 教授
特任

教授
准教授

特任

准教授
講師 助教 助手 計

0 0 0 2 0 0 0 0 0 2 0 2

0 0 0 2 0 0 0 0 0 2 0 2

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 13 1 9 1 6 6 2 38 9 47

1 0 11 1 6 0 6 0 0 25 9 34

1 0 8 1 3 0 3 0 0 16 6 22

0 0 3 0 3 0 3 0 0 9 3 12

0 0 7 1 7 0 1 2 0 18 16 34

1 0 31 5 22 1 13 8 2 83 34 117

0 1 2 0 1 0 4 0 0 8 4 12

0 0 3 0 2 0 0 0 3 8 2 10

0 0 4 0 2 0 1 1 0 8 3 11

0 1 9 0 5 0 5 1 3 24 9 33

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 14 14

1 1 40 5 27 1 18 9 5 107 57 164

法人事務局

合　　　計

大学計

広島文化学園

短期大学

コミュニティ生活学科

食物栄養学科

保育学科

短大計

広島文化

学園大学

大学院

看護学研究科

教育学研究科

人間健康学研究科

看護学部

学芸学部

子ども学科

音楽学科

人間健康学部

設置学部・学科等
専　　　任　　　教　　　員

事務

職員
合計
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⑼ 施設・設備の概要
①令和 6 年度施設の整備状況

区  分 工事（設備）名等 整備所要額
建 物 坂・郷原・阿賀・⻑束ｷｬﾝﾊﾟｽ 空調等 全 23 件 187,724,900 円
備 品 坂・郷原・阿賀・⻑束ｷｬﾝﾊﾟｽ 機器等 全 33 件 17,321,043 円
図 書 坂・郷原・阿賀・⻑束ｷｬﾝﾊﾟｽ 8,321,070 円

②土地・建物・構築物・備品の整備状況
区  分 内  容 価 額 借 用（外数）
土 地 （面積）92,120.54 ㎡ 3,133,086,309 円 110,367.06 ㎡
建 物 （面積）46,448.57 ㎡ 4,090,590,014 円 −
構 築 物 外構施設他 278,575,094 円 −

備 品 教育研究用機器備品
管理用機器備品

496,793,292 円
20,381,323 円 −

③図書の整備状況

⑽ 重要な契約の締結状況
区 分 名  称 契約金額 締 結 日

校舎等
整備

図書ｼｽﾃﾑﾘｰｽ契約（全ｷｬﾝﾊﾟｽ）（継続） 22,143,000 円 令和 3 年 8 月 25 日
体育館空調設備整備工事請負契約(3Cp) 53,130,000 円 令和 6 年 10 月 28 日
大講義室等空調設備整備工事請負契約(坂・郷原) 11,990,000 円 令和 6 年 11 月 28 日
保育実習室空調設備整備工事請負契約(⻑束) 73,700,000 円 令和 7 年 2 月 17 日
施設照明 LED 化工事請負契約（第 1 期：4Cp） 185,955,000 円 令和 6 年 8 月 22 日
施設照明 LED 化工事請負契約（第 2 期：4Cp） 58,784,000 円 令和 7 年 2 月 18 日
雨漏り対策工事請負契約（4Cp） 32,802,000 円 令和 6 年 11 月 13 日

命名権 広島市文化交流会館ﾎｰﾙ命名権契約（継続） 61,111,110 円 令和 4 年 3 月 3 日

⑾ 登記事項
登  記  事  項 登記日（申請日）

学校法人の資産総額の変更 令和 6 年 3 月 31 日
決算に伴う資産総額の変更 (令和 6 年 5 月 30 日)

種 別 冊（点数） 価 格
図書
視聴覚資料

196,079 冊
2,568 点

682,913,842 円
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⑴ 決算の概要

学校法人は文部科学大臣が定める学校法人会計基準に基づいて、財務計算に関する書類 (計算書類 )を作成
します。計算書類は、資金の収入及び支出のてん末を明らかにする資金収支計算書、学校法人の全ての事業活
動の収入と支出を示し法人全体の経営状態を把握する事業活動収支計算書、学校法人の財産、負債等の状態を
示す貸借対照表の３つの帳票で構成されます。本学園の令和 6年度決算の概要は次のとおりです。なお、学校
法人会計基準改正附則第 2条に従い、令和 6年度の決算は旧学校法人会計基準（平成 27年 4月 1日施行）に準拠
しています。

① 資金収支計算書について
本学園の主たる収入は学生納付金収入と補助金収入です。令和 6年度の学生納付金収入は、学生数の減少

により 18億 5,000万円となり、前年度から 1億 8,600万円減少しました。
また、国庫補助金収入は 5億 5,200万円で、前年度から 6,700万円増加しました。これは令和 6年度に施

設照明の LED化と空調機の設置等、施設設備の整備を行ったことによる増加で、経常費補助金は例年通り
です。
　一方、本学園の支出の主な要素は人件費支出であり、その額は 13億 7,000万円で前年度から 1億 6,900万
円減少しました。教職員の減少で給与等が 3,200万円減少したほか、退職金支出が 1億 3,700万円減少した
ことによるものです。教育研究経費支出は 8億 4,000万円で前年度から 7,800万円増加、管理経費支出は 2
億 5,600万円で前年度から 1億 1,200万円増加しました。教育研究経費支出、管理経費支出ともに施設照明
LED化の費用を計上したことが主な増加要因ですが、教育研究経費支出では一昨年度に阿賀キャンパス体育
館の修繕費に 1億 1,600万円計上しており、その相殺により 7,800万円の増にとどまっています。
　令和 6年度の特別な支出として、施設関係支出、設備関係支出、資産運用支出があります。施設関係支出
は国庫補助金を活用し屋内運動場及び教室の空調整備を行い、前年度から 1億 2,400万円増加しました。設
備関係支出は 1億 6,300万円減少しました。これは前年度にコンピューター機器を整備したことによるもの
です。資産運用支出に計上した 11億 6,700万円は、新たな収入源となる利息収入を見込んで有価証券を購入
したものです。
　以上の結果、翌年度繰越支払資金は 38億 7,200万円となりました。前年度から 11億 6,700万円減少しま
したが、その金額は全て有価証券として保有しています。

② 事業活動収支計算書について
本学園の事業活動全体の収支を示す基本金組入前当年度収支差額はマイナス 3 億 9,000 万円で、本年度整

備した資産と同額を将来の更改に備えて計上する基本金を加味した当年度収支差額はマイナス 5 億 5,100 万
円となりました。
　事業活動収支は、学校法人の本来の活動を示す教育活動収支、本業以外の活動を示す教育活動外収支、単
年度の特別な活動を示す特別収支の３区分で構成されています。令和 6 年度の決算では教育活動収支がマイ
ナス 3 億 8,700 万円、教育活動外収支がプラス 80 万円となり、これらを合わせた経常収支はマイナス 3 億
8,700 万円となりました。これは学生数の減少による収入に対し施設照明 LED 化の整備費等により支出超過
が生じたものです。特別収支はマイナス 200 万円でした。

③ 貸借対照表について
令和 6年度の本学園の校地校舎、備品等の固定資産は、95億 6,800万円です。図書及び備品の除却、減価

償却等により前年度比で 1億 2,400万円の減少となりました。
　一方、現金化が可能な流動資産は退職金支払いに対する交付金の減少により、前年度比 7,400万円減の 51
億 6,300万円です。
令和 6年度末の固定負債は 9億 3,200万円で前年度比 4,400万円減少となりました。日本私立学校振興・

共済事業団からの施設整備資金としての借入金を約定どおり償還したことによる減少です。流動負債は 6億
9,800万円で前年度比 2億 3,500万円増加となりました。工事に係る未払金の発生が主な要因です。以上の結
果、負債総額は 16億 3,000万円となりました。
　令和 6年度の事業活動支出 28億 5,900万円と負債のうち 1年以内の支払期日の到来する流動負債 6億 9,800
万円を合計したいわゆる 1年間の運営に必要な資金は 35億 5,700万円となり、これを上回る流動資産を保有
しており、学園運営に必要な資金は十分確保できています。
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⑵ 財務諸表の経年比較
     

①　資金収支計算書 （単位：千円、千円未満切捨て）

Ⓐ

Ⓑ

Ⓒ

Ⓓ

Ⓔ

Ⓕ

Ⓖ

Ⓗ

Ⓘ

Ⓙ

Ⓚ

Ⓛ

Ⓜ

Ⓝ

Ⓞ

Ⓟ

Ⓠ

Ⓡ

Ⓢ

R6

1,370,442

840,316

256,959

1,709

29,440

188,350

88,497

1,167,284

485,151

△ 287,005

3,872,435

8,013,582

R6

1,850,377

17,775

10,365

552,816

552,342

473

0

10,079

2,566

25,075

0

379,445

585,013

△ 459,072

5,039,139

8,013,582

R5

1,540,274

761,094

144,119

1,872

32,640

63,799

251,634

0

454,140

△ 76,565

5,039,139

8,212,151

R5

2,036,719

17,238

2,980

485,584

484,464

1,120

100,905

11,584

3,389

165,573

0

351,494

457,657

△ 556,687

5,135,712

8,212,151

R4

1,454,937

642,834

150,211

2,071

36,520

53,102

63,255

0

451,878

△ 81,819

5,135,712

7,908,704

R4

2,042,237

20,543

2,255

439,443

433,387

6,056

0

11,668

4,035

73,955

0

374,098

490,916

△ 466,551

4,916,100

7,908,704

R3

1,496,364

584,976

158,008

2,356

40,400

93,315

43,987

0

548,621

△ 79,798

4,916,100

7,804,331

R3

2,093,913

20,960

1,125

460,529

455,218

5,311

150

12,880

3,409

75,968

0

395,812

454,452

△ 485,350

4,770,480

7,804,331

△ 198,569

127,356

97,615

△ 96,573

△ 198,569

67,878

△ 647

△ 100,905

△ 1,505

△ 823

△ 140,498

前年差額

△ 186,342

537

7,385

67,232

124,551

△ 163,137

1,167,284

31,011

△ 210,440

△ 1,166,704

前年差額

△ 169,832

79,222

112,840

△ 163

△ 3,200

0

27,951

支出の部合計

施設関係支出

設備関係支出

資産運用支出

その他の支出

資金支出調整勘定

翌年度繰越支払資金

教育研究経費支出

管理経費支出

借入金等利息支出

借入金等返済支出

支出の部

人件費支出

資金収入調整勘定

前年度繰越支払資金

収入の部合計

付随事業・収益事業収入

受取利息・配当金収入

前受金収入

その他の収入

国庫補助金収入

地方公共団体補助金収入

資産売却収入

収入の部

学生生徒等納付金収入

手数料収入

寄付金収入

補助金収入

雑収入

借入金等収入

△ 82,904

4,770,480

7,681,010

R2

2,168,957

20,613

12,511

442,861

442,476

385

0

8,259

4,234

50,909

0

362,340

527,703

△ 490,731

4,573,350

7,681,010

R2

1,516,821

656,576

142,093

2,641

40,400

24,425

28,355

0

582,121
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② 事業活動収支計算書 （単位：千円、千円未満切捨て）

Ⓣ

Ⓤ

Ⓥ

Ⓦ

Ⓧ

Ⓨ

Ⓩ

㋑

㋺

㋩

㋥

㋭

㋬

㋣

㋠

㋷

㋦

㋸

㋾

㋻

㋕

㋵

㋟

㋹

㋞

㋡

㋧

2,566

1,709

1,709

857

△ 387,088

0

89,355

89,355

92,278

0

92,278

△ 2,922

463,696

463,222

473

10,079

25,320

2,377,719

R6

1,360,500

1,133,100

272,063

0

2,765,664

△ 387,945

2,566

R6

1,850,377

17,775

10,470

3,389

1,872

1,872

1,516

△ 26,817

69,464

73,402

142,867

92,560

0

92,560

50,306

463,280

462,160

1,120

11,584

165,573

2,697,614

R5

1,543,452

1,023,211

158,160

1,124

2,725,948

△ 28,333

3,389

R5

2,036,719

17,238

3,218

58,282

△ 140,573

△ 82,291

△ 3,461,542

0

△ 3,543,833

2,595,318

2,537,036

2,390

23,488

△ 78,388

△ 54,900

△ 3,543,833

45,820

△ 3,552,913

4,035

2,071

2,071

1,963

34,602

0

23,716

23,716

36

0

36

23,679

416,845

415,782

1,063

11,668

73,955

2,567,567

R4

1,466,296

898,642

169,171

818

2,534,928

32,639

4,035

R4

2,042,237

20,543

2,316

88,736

△ 133,830

△ 45,094

△ 3,441,147

24,699

△ 3,461,542

2,670,396

2,581,660

3,409

2,356

2,356

1,053

32,818

149

62,970

63,120

7,202

0

7,202

55,918

398,891

398,579

311

12,880

75,968

2,603,865

R3

1,501,522

889,821

180,436

319

2,572,100

31,764

3,409

R3

2,093,913

20,960

1,252

教

育

活

動

収

支

教

育

活

動

収

支

翌年度繰越収支差額

△ 9,080

△ 502,843

△ 823

△ 182,952

109,889

113,903

前年差額

△ 1,124

39,716

1,062

△ 647

△ 1,505

△ 140,253

△ 319,895

△ 53,228

△ 413,498
△ 82,654

△ 496,153

基本金取崩額

△ 53,512

△ 282

0

△ 282

△ 163

△ 163

△ 659

△ 69,464

15,953

△ 360,271

△ 359,612

△ 823

前年差額

△ 186,342

537

7,252

416

前年度繰越収支差額

基本金組入額合計

当年度収支差額

資産売却差額

その他の特別収入

基本金組入前当年度収支差額

特別収支差額

教育活動外収支差額

経常収支差額

特別支出計

教育活動外収入計

資産処分差額

その他の特別支出

特別収入計

徴収不能引当金繰入額

教育活動支出計

教育研究経費

管理経費

教育活動収支差額

学生生徒等納付金

手数料

寄付金

経常費等補助金

国庫補助金収入

収

入

支

出

収

入

支

出
借入金等利息

教育活動外支出計

特

別

収

支

収

入

支

出

教
育
活
動
外
収
支

地方公共団体補助金収入

付随事業収入

雑収入

教育活動収入計

人件費

受取利息・配当金

△ 374,228

R2

2,168,957

20,613

12,619

433,482

433,097

385

8,259

50,909

2,694,842

R2

1,526,409

969,672

164,574

182

2,660,839

34,003

4,234

4,234

2,641

2,641

1,593

35,596

0

13,379

13,379

33

29,000

29,033

△ 15,654

19,941

△ 70,826

△ 50,885

△ 3,390,261

0

△ 3,441,147

39,270
2,843,870

2,820,382

△ 390,010

△ 161,042
△ 551,053

△ 3,552,913

48,210

△ 4,055,756

2,469,642

2,859,652

事業活動収入

事業活動支出

2,712,455

2,692,514
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③ 貸借対照表

（単位：千円、千円未満切捨て）

㋤

㋶

㋰

㋒

㋼

㋨

㋔

㋗

㋳

9,568,296

5,163,742

14,732,038

932,761

698,160

1,630,921

17,156,873
16,967,873

189,000

△ 4,055,756
13,101,117

14,732,038

9,692,576

5,238,155

14,930,731

977,217

462,386

1,439,603

17,044,041

16,855,041

189,000

△ 3,552,913

13,491,127

14,930,731 ㋮

16,822,472

189,000

△ 3,543,833

13,467,639

14,949,875

R4

9,726,722

5,223,153

14,949,875

1,008,635

473,601

1,482,236

17,011,472

16,681,898

189,000

△ 3,461,542

13,409,356

14,937,108

R3

9,881,647

5,055,460

14,937,108

1,018,428

509,323

1,527,751

16,870,898

△ 198,693

112,832
112,832

0

△ 502,843
△ 390,010純資産の部

前年差額

△ 124,280
△ 74,413
△ 198,693

△ 44,456

235,774

191,318
流動負債

負債の部合計

基本金

１号基本金

４号基本金

10,077,505

154,000

△ 3,441,147

13,320,620

繰越収支差額

負債の部、基本金の部
及び消費収支差額の合計

固定資産

流動資産

資産の部合計

固定負債

R2 R5 R6

4,839,515

14,917,020

14,917,020

1,049,866

546,533

1,596,399

16,761,767

16,607,767
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⑶ 主な財務比率比較
事業活動収⽀計算書関係⽐率
No ⽐率名 算出方法 R03 R04 R05 R06

(1) 人件費 57.5 57.0 57.1 57.1

経常収入※４ 50.9 50.4 50.6 ー
(2) 人件費 71.7 71.7 75.7 73.5

学⽣⽣徒等納付⾦ 68.1 67.3 68.5 ー
(3) 教育研究経費 34.1 34.9 37.8 47.6

経常収入※４ 34.6 36.8 37.1 ー
(4) 管理経費 6.9 6.5 5.8 11.4

経常収入※４ 7.4 7.7 7.8 ー
(5) 借入⾦等利息 0.0 0.0 0.0 0.0

経常収入※４ 0.1 0.1 0.1 ー
(6) 基本⾦組入前当年度収⽀差額 3.3 2.2 0.8 △ 15.7

事業活動収入 7.2 5.4 5.4 ー
(7) 事業活動⽀出 101.7 103.3 101.9 123.8

事業活動収入 ー 基本⾦組入額 102.7 103.3 104.1 ー
(8) 学⽣⽣徒等納付⾦ 80.3 79.4 75.4 77.7

経常収入※４ 74.7 74.9 73.9 ー
(9) 寄付⾦ 0.0 0.1 1.9 0.4

事業活動収入 2.6 2.2 2.8 ー
教育活動収⽀の寄付⾦ 0.0 0.0 0.1 0.4

経常収入※４ 1.7 1.5 1.6 ー
(10) 補助⾦ 17.2 16.9 17.0 22.3

事業活動収入 13.5 13.5 13.7 ー
教育活動収⽀の補助⾦ 15.2 16.2 17.1 19.4

経常収入※４ 13.5 13.4 13.8 ー
(11) 基本⾦組入額 5.0 5.4 2.7 6.5

事業活動収入 9.6 8.4 9.1 ー
(12) 減価償却額 12.7 10.8 10.1 11.1

経常⽀出※５ 12.1 11.6 11.6 ー
(13) 経常収⽀差額 1.2 1.3 △ 0.9 △ 16.2

経常収入※４ 7.0 4.9 4.3 ー
(14) 教育活動収⽀差額 1.2 1.2 △ 1.0 △ 16.3

教育活動収入計 5.4 3.1 2.1 ー

活動区分資⾦収⽀計算書関係⽐率
No ⽐率名 算出方法 R03 R04 R05 R06

(1) 教育活動資⾦収⽀差額 14.2 11.6 4.9 9.3

教育活動資⾦収入計 16.9 14.3 13.7 ー

管理経費⽐率

借入⾦等利息⽐率

事業活動収⽀差額⽐率

人件費⽐率

人件費依存率

教育研究経費⽐率

経常寄付⾦⽐率

補助⾦⽐率

経常補助⾦⽐率

基本⾦組入後収⽀⽐率

学⽣⽣徒等納付⾦⽐率

寄付⾦⽐率

教育活動収⽀差額⽐率

教育活動資⾦収⽀差額⽐率

基本⾦組入率

減価償却額⽐率

経常収⽀差額⽐率

※１ ⽐率の単位は％。但し，運⽤資産余裕⽐率(貸借対照表関係⽐率のNo8)の単位は年。
※２ 各⽐率の上段は広島⽂化学園，下段は全国平均(理⼯他複数学部，加重平均)。
※３ ⽐率は⼩数点第２位以下切捨て。
※４ 経常収入 ＝ 教育活動収入計 ＋ 教育活動外収入計
※５ 経常⽀出 ＝ 教育活動⽀出計 ＋ 教育活動外⽀出計
※６ 運⽤資産 ＝ 現⾦預⾦ ＋ 特定資産 ＋ 有価証券
※７ 外部負債 ＝ ⻑期借入⾦ ＋ ⻑期未払⾦ ＋ 短期借入⾦ ＋ 未払⾦ ＋ 預り⾦
※８ 要積⽴額 ＝ 減価償却累計額 ＋ 退職給与引当⾦ ＋ ２号基本⾦ ＋ ３号基本⾦
※９ 減価償却⽐率(貸借対照表関係⽐率のNo19)の計算には図書を含まない。
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貸借対照表関係⽐率
No ⽐率名 算出方法 R03 R04 R05 R06

(1) 固定資産 66.1 65.0 64.9 64.9

総資産 86.1 86.4 85.9 ー
(2) 有形固定資産 60.5 59.4 59.5 59.0

総資産 58.0 57.6 57.8 ー
(3) 特定資産 5.3 5.3 5.3 5.4

総資産 22.3 22.2 23.2 ー
(4) 流動資産 33.8 34.9 35.0 35.0

総資産 13.9 13.6 14.1 ー
(5) 固定負債 6.8 6.7 6.5 6.3

総負債 + 純資産 6.9 6.7 6.8 ー
(6) 流動負債 3.4 3.1 3.0 4.7

総負債 + 純資産 5.3 5.2 5.0 ー
(7) 運用資産※６ ー 総負債 28.2 29.9 29.4 28.5

総資産 27.6 28.3 28.4 ー
(8) 運用資産※６ ー 外部負債※７ 2.0 2.1 1.9 1.8

経常支出※５ 2.0 2.0 1.9 ー
(9) 純資産 89.7 90.0 90.3 88.9

総負債 + 純資産 87.8 88.1 88.2 ー
(10) 繰越収支差額 △ 23.1 △ 23.7 △ 23.7 △ 27.5

総負債 + 純資産 △ 15.4 △ 15.5 △ 17.7 ー
(11) 固定資産 73.6 72.2 71.8 73.0

純資産 98.0 98.1 97.4 ー
(12) 固定資産 68.4 67.2 66.9 68.1

純資産 + 固定負債 90.9 91.2 90.5 ー
(13) 流動資産 992.5 1,092.8 1,132.8 739.6

流動負債 262.9 261.1 279.4 ー
(14) 総負債 10.2 9.9 9.6 11.0

総資産 12.2 11.9 11.8 ー
(15) 総負債 11.3 11.0 10.6 12.4

純資産 13.9 13.5 13.4 ー
(16) 現⾦預⾦ 1,242.0 1,372.8 1,433.6 1,020.5

前受⾦ 371.5 364.9 414.8 ー
(17) 退職給与引当特定資産 88.4 86.8 86.4 87.7

退職給与引当⾦ 72.9 73.3 74.0 ー
(18) 基本⾦ 97.5 97.7 97.9 97.7

基本⾦要組⼊額 97.4 97.0 97.6 ー
(19) 減価償却累計額 61.3 62.9 62.5 63.4

減価償却資産取得価額 54.5 54.9 55.4 ー
(20) 運用資産※６ 66.1 66.4 65.0 63.1

要積⽴額※８ 78.7 78.5 75.3 ー

固定資産構成⽐率

基本⾦⽐率

減価償却⽐率※９

積⽴率

総負債⽐率

負債⽐率

前受⾦保有率

退職給与引当特定資産保有率

固定⽐率

固定⻑期適合率

流動⽐率

運用資産余裕⽐率

純資産構成⽐率

繰越収支差額構成⽐率

固定負債構成⽐率

流動負債構成⽐率

内部留保資産⽐率

有形固定資産構成⽐率

特定資産構成⽐率

流動資産構成⽐率
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⑷ 主な財務項目のグラフ
(単位:%)

R02 R03 R04 R05 R06

事業活動収支差額比率 0.7 3.3 2.2 0.8 △ 15.7

経常収支差額比率 1.3 1.2 1.3 △ 0.9 △ 16.2

(単位:%)

R02 R03 R04 R05 R06

教育研究費比率 35.9 34.1 34.9 37.8 47.6

管理経費比率 6.0 6.9 6.5 5.8 11.4

(単位:%)

R02 R03 R04 R05 R06

減価償却比率 59.7 61.3 62.9 62.5 63.4

積立率 66.2 66.1 66.4 65.0 63.1

0.7

3.3 2.2
0.8

△ 15.7

1.3

1.2 1.3

△ 0.9

△ 16.2

事業活動収支差額比率

R05全国平均, 5.4

経常収支差額比率

R05全国平均, 4.3

△ 20.0

△ 15.0

△ 10.0

△ 5.0

0.0

5.0

10.0

R02 R03 R04 R05 R06

収支差額の推移

事業活動収支差額比率 経常収支差額比率

35.9 34.1 34.9 37.8

47.6
R05全国平均, 37.1

26.0

36.0

46.0

56.0

R02 R03 R04 R05 R06

教育研究経費比率の推移

6.0
6.9

6.5

5.8

11.4
R05全国平均, 7.8

5.0

10.0

15.0

R02 R03 R04 R05 R06

管理経費比率の推移

59.7 61.3
62.9 62.5 63.4

66.2 66.1 66.4 65.0
63.1

R05全国平均, 55.4

R05全国平均, 75.3

40.0

45.0

50.0

55.0

60.0

65.0

70.0

75.0

80.0

R02 R03 R04 R05 R06

減価償却比率と積立率の推移

減価償却比率 積立率
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資金収入における
収入構成比 (単位：千円)

R06
学生生徒等納付金収入 1,850,377
手数料収入 17,775
寄付金収入 10,365
補助金収入 552,816
付随事業・収益事業収入 10,079
受取利息・配当金収入 2,566
雑収入 25,075
前受金収入 379,445
その他の収入 585,013
(前年度からの繰越を除く)

その他の収入の主な項目
  預り金受入収入
  前期末未収入金収入

学生生徒等納付金収入の
構成と奨学金 (単位：千円)

R06
授業料収入 1,257,624
入学金収入 118,246
実験実習料収入 87,778
施設設備資金収入 386,728

奨学費支出(学園独自) 61,875
奨学費支出(修学支援) 143,805

1,644,696

資金支出における
支出構成比 (単位：千円)

R06
人件費支出 1,370,442
教育研究経費支出 840,316
管理経費支出 256,956
借入金等利息支出 1,709
借入金等返済支出 29,440
施設関係支出 188,350
設備関係支出 88,497
資産運用支出 1,167,284
その他の支出 485,151
(翌年度への繰越を除く)

その他の支出の主な項目
  預り金支払収入
  前期末未払金支払支出

学生生徒等

納付金収入
55%

補助金収入
16%

その他の収

入
17%

前受金収入
11%

雑収入
1%

収入構成比
R06

人件費支出
42%

資産運用支出
26%

教育研究経費支

出…

管理経費支出
2%

施設関係支出
8%

設備関係支出
6%

支出構成比
R06

授業料収入
68%

施設設備資金収入
21%

実験実習料収入
5%

入学金収入
6%

3%
8%

納付金構成比
R06

奨学費(学園独自)
奨学費(修学支援)

奨学費は学生納付金全体に占める割合
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⑸ 有価証券の状況

⑹ 借入金の状況

0.50% 〃日本私立学校振興・共済事業団 1口 38,300,000円

種 類 数量 金　　　額 使　　　途 利　率 そ　の　他　の　主　要　事　項

校舎耐震 令和18年 9月 0.60%

令和7年3月31日現在

短　期　借　入　金

〃

日本私立学校振興・共済事業団 1口 3,500,000円 校舎耐震 0.50%

校舎耐震 令和17年 9月

73,700,000円

1口 670,000円 校舎耐震 0.50%

計 288,240,000円

日本私立学校振興・共済事業団 1口

日本私立学校振興・共済事業団 1口 35,860,000円 校舎ｱｽﾍﾞｽﾄ除去 令和18年 9月

0.50% 〃

計 29,440,000円

担保物件：土地建物

日本私立学校振興・共済事業団 1口 3,260,000円 校舎ｱｽﾍﾞｽﾄ除去 0.30% 〃

〃

〃

6,700,000円 校舎耐震 0.60% 〃

日本私立学校振興・共済事業団 1口 8,550,000円 校舎耐震

0.30%

0.50%

日本私立学校振興・共済事業団 1口 32,230,000円

6,700,000円 校舎耐震 令和17年 9月

〃

日本私立学校振興・共済事業団 1口 校舎耐震 令和18年 9月 0.60% 〃

〃

①有価証券の保有状況

1,167,284,000円

69,272,000円第504回大阪府公募公債(10年)

令和7年3月31日現在

種 類 数量 金　　　額 使　　　途 償還期限

長　期　借　入　金

計

備　　　考銘　　柄 券面金額 数量

利　率 その他の主要事項

ワイエム証券

1,170,000,000円

令和7年3月31日現在

令和7年1月15日

利回り又は配当金 取得年月日 額面価格又は評価額

70,000,000円 1 1.085%

1.417% 令和7年2月26日 100,000,000円 〃

76,950,000円 校舎耐震 令和16年 9月 0.50% 〃

日本私立学校振興・共済事業団 1口 24,500,000円 校舎耐震 令和15年 3月 0.50% 担保物件：土地建物

日本私立学校振興・共済事業団 1口

日本私立学校振興・共済事業団 1口

日本私立学校振興・共済事業団 1口 2,930,000円 校舎耐震 0.60% 〃

日本私立学校振興・共済事業団 1口

3,830,000円 校舎耐震 0.50%

日本私立学校振興・共済事業団

第1回岡山県公募公債(10年) 100,000,000円 1 1.610% 令和7年3月28日 100,000,000円 〃

第505回大阪府公募公債(10年) 300,000,000円 1 1.153% 令和7年1月15日 298,032,000円 〃

第506回大阪府公募公債(10年) 200,000,000円 1 1.237% 令和7年1月30日 199,980,000円 〃

第860回東京都公募公債(10年) 100,000,000円 1

第10回札幌市公募公債(10年) 200,000,000円 1 1.516% 令和7年3月21日 200,000,000円 〃

第263回共同発行公募公債(10年) 100,000,000円 1 1.380% 令和7年2月25日 100,000,000円 〃

第8回広島県公募公債(10年) 100,000,000円 1 1.522% 令和7年3月19日 100,000,000円 〃
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⑺ 補助金収入の状況

【令和６年度】 （千円）

私立大学等 修学支援 利子助成

教職員学生 経常費特別 経常費計 改革総合支援 授業料減免 空調・LED

大学・大学院 209,645 11,431 221,076 18,720 0 115,090 61,247 416,133

短期大学 56,349 8,552 64,901 14,720 0 28,715 27,873 136,209

計 265,994 19,983 285,977 33,440 0 143,805 89,120 552,342

前年比較 8,198 16,862 25,060 △ 5,165 0 △ 16,658 64,641 67,878

※地方公共団体補助金を除く

【令和５年度】 （千円）

私立大学等 修学支援 利子助成

教職員学生 経常費特別 経常費計 改革総合支援 授業料減免 遠隔・空調

大学・大学院 208,817 1,600 210,417 20,425 0 129,480 24,462 384,784

短期大学 48,979 1,521 50,500 18,180 0 30,983 17 99,680

計 257,796 3,121 260,917 38,605 0 160,463 24,479 484,464

前年比較 6,152 △ 2,405 3,747 28,773 0 11,683 6,874 51,077

※地方公共団体補助金を除く

【令和４年度】 （千円）

私立大学等 修学支援 利子助成

教職員学生 経常費特別 経常費計 改革総合支援 授業料減免 遠隔・空調

大学・大学院 200,196 4,638 204,834 9,832 0 113,627 9,423 337,716

短期大学 51,448 888 52,336 0 0 35,153 8,182 95,671

計 251,644 5,526 257,170 9,832 0 148,780 17,605 433,387

前年比較 5,244 805 6,049 9,832 0 1,322 △ 39,033 △ 21,830

※地方公共団体補助金を除く

【令和３年度】 （千円）

私立大学等 修学支援 利子助成

教職員学生 経常費特別 経常費計 改革総合支援 授業料減免 遠隔・空調

大学・大学院 189,305 3,623 192,928 0 0 111,894 41,569 346,391

短期大学 57,095 1,098 58,193 0 0 35,564 15,069 108,826

計 246,400 4,721 251,121 0 0 147,458 56,638 455,217

前年比較 △ 12,486 △ 1,093 △ 13,579 △ 21,750 △ 10,524 11,335 47,260 12,742

※地方公共団体補助金を除く

【令和２年度】 （千円）

私立大学等 修学支援 利子助成

教職員学生 経常費特別 経常費計 改革総合支援 授業料減免 遠隔・空調

大学・大学院 204,369 3,594 207,963 13,750 10,524 99,622 8,197 340,056

短期大学 54,517 2,220 56,737 8,000 0 36,501 1,181 102,419

計 258,886 5,814 264,700 21,750 10,524 136,123 9,378 442,475

前年比較 13,030 △ 40,487 △ 27,457 1,688 △ 11,801 112,123 9,327 83,880

※地方公共団体補助金を除く

令和7年3月31日現在

広島文化学園

広島文化学園
経常費補助金 経営強化等

支援

計

広島文化学園
経常費補助金 経営強化等

支援
計

計

経常費補助金 経営強化等
支援

広島文化学園
経常費補助金 経営強化等

支援
計

広島文化学園
経常費補助金 経営強化等

支援
計

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

R02 R03 R04 R05 R06

短期大学

大学・大学院

補
助
金
獲
得
額
の
推
移

千円



２　財務の概要
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① 公認会計士による監査実施状況

令和6年12月11日 R6伝票チェック（期中） 2 1

令和6年5月15日 R5伝票チェック（決算） 3 2

R5伝票チェック（決算） 3 1

令和6年5月21日 R5伝票チェック（決算） 4 1

⑻ 監査

1

監査法人人数 監事の立会い実施内容実施日

3

 公認会計士による監査実施時には、可能な限り監事による監査も併せて実施しており会計監査につい
ては厳正に処理しています。
 理事会・評議員会・理事協議会へ出席し、学園運営、理事の業務執行状況も含めその都度、適正な指
導、助言が為されています。
 また、監事は文部科学省主催の監事研修会へ参加し、学校法人会計に従った適切な会計監査の実施に
努めている他、監事意見交換会を開催し、学園との意見交換を行うことで監査体制の充実を図っていま
す。

15令和7年3月19日 R6伝票チェック（期中）

令和5
会計年度
監査

令和6
会計年度
監査令和7年2月6日 R6伝票チェック（期中） 3 1

令和6年4月3日 R5伝票チェック（決算）

5 2令和6年11月20日
監査方針説明
Ｒ6伝票チェック（期中）

令和6年5月7日

1



３　事業報告

（１）第５章－１　組織
① 全職員による中期経営計画Ⅴの策定（令和6年度）
毎年度4月1日の中期経営計画（改訂版）策定後、計

画実施に当たって、7～9月における令和6年度SWOT
分析、10月における大学・短期大学協議会での中間報
告、翌年3月の実績報告と、PDCA サイクルに従って実
行してきた。また、中期経営計画Ⅳにおけるプロジェク
トとして、10年構想検討PT、短期大学将来構想検討
PT、リカレント教育検討PT、SDGｓ検討PT等の各プロ
ジェクトやワーキンググループの検討を踏まえて、中期
経営計画Ⅴ案を策定した。各検討の過程では部署ご
との職員が関わり、全職員によって見直しを進めること
ができた。
② 法人情報の公開の推進（令和元年度公開情報以
上の情報を公開）
　学園ホームページで、寄附行為、役員、法人の概
要、事業の概要及び財務の概要等法令等に定める
情報は全て公開している。令和3年度に全面改訂し
たホームページについて、令和6年度も適宜ブラッ
シュアップを図り、閲覧者にとってより分かりやすい
情報提供に努めている。
③ 各部署における中期経営計画に基づく事業計画
の作成、実行と検証（毎年度）
　中期経営計画Ⅳに基づく事業計画は各部署におい
て作成し、5月の大学・短期大学協議会において承認し
関係職員で共有している。その後各部署では10月に中
間報告をまとめ、翌年3月に実績報告をまとめ達成目標
に対する評価を行って、都度、大学・短期大学協議会
で協議・承認を得ている。こうした評価等は中期経営計
画Ⅴ、令和7年度の事業計画、予算に反映している。

（２）第５章－２　人事・給与
① 中期経営計画Ⅳ推進プロジェクトとして「人事制
度、人事考課制度、給与制度改革プロジェクト」を
設置し、プロジェクト会議や適宜開催するワーキング
等により検討を行った。令和4 年度にとりまとめた人
事評価の反映を含む給与制度改革を実行しつつ、
引き続き人事制度の見直しを行っていく。
② 新たな人事評価制度の導入（令和6年度完成）
上記のとおりプロジェクトを中心に継続して検討

を行っており、令和4 年度にとりまとめた人事評価の
反映を含む給与制度改革を実行しつつ、引き続きこ
のプロジェクトを通じて新たな人事評価制度につい
ての検討を行っていく。
③ 人事評価制度に連動した給与制度の導入（令和6
年度完成）
　上記のとおりプロジェクトを中心に継続して検討
を行っており、令和4 年度にとりまとめた人事評価の
反映を含む給与制度改革を実行しつつ、引き続きこ
のプロジェクトを通じて新たな人事評価制度に連動
した給与制度についての検討を行っていく。

（３）第６章　財務
① 事業活動収支差額(基本金組入前)の黒字堅持
（事業活動収支差額比率10％以上）
　令和6年度の事業活動収支差額比率は-15.7％で
あった。前年度0.8％から減少しており、安定的な収
入確保と経費支出の抑制により、引き続き目標達成
を目指す。
② 第2号基本金組入の計画的な運用
第2号基本金を組み入れるための計画は未作成で

ある。中期経営計画Ⅴの中で、新たに第6章-2学修
環境の整備の項目を設け、計画的な整備に努めるこ
ととした。
③ 人件費比率53％以下を維持
令和6年度の人件費比率は57.1％であった。前年

度57.1％と比べて増減はないが、適正な定員配置、
人事制度の見直し、給与制度の見直し等により、人
件費比率の低下に努めるとともに、中期経営計画Ⅴ
では近年の財務状況を鑑みて目標値を改める。
④ 各キャンパスの施設・設備等の新規・更新計画の
策定（令和6年度）
　予算策定作業の中で、各キャンパスの事務部を中
心に施設設備の整備について中期の計画表を作成
しているが、施設・設備等の新規・更新に関する10
年計画は未作成である。今後の計画は、中期経営計
画Ⅴの中で、新たに第6章-2学修環境の整備の項目
を設け、計画的な整備に努めることとした。　

（４）第7章－１　広報
① 広報企画会議を活用した情報の一元化
広報企画委員会（兼ホームページ管理委員会）に

より、広報施策の企画検討及び立案を行うとともに、
ホームページ管理を組織化することにより円滑に運
営した。
② マスコミに対する情報提供数の増（令和6年度ま
でに令和元年度の2倍に増やす）
マスコミに対する情報提供（プレスリリース）数は

11件で、目標数値に届かなかった（令元年度12件）。
今後、ニュース性のあるイベントや話題の情報提供
数を増やすために、学科やセンターなど個々の広報
計画・戦略の精度を高め、広報企画部門と連携した
タイムリーな情報発信の促進に努める。
③ ホームページのアクセス数（学内除外）の増（対前年
度比3％増）
ホームページのアクセス数は、前年度1,351,904ア

クセスに対し、今年度1,223,500アクセスで対前年度
比9.5％減であった。平均閲覧時間は、前年度１分43
秒から今年度２分８秒へと増加しており、ホームペー
ジへのコンテンツや動画を増加させた成果と考えて
いる。今後もいっそうの内容充実に努める。

（５）第7章－２　学生募集
① 大学・短大全体としての定員の確保
大学：入学者数338人（定員380人）前年度（297）
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短期大学：入学者数151人（定員210人）  前年度（163）
　志願者数のうち、看護学科、子ども学科、短期大
学で教育連携指定校が減少したが、総合型選抜
(AO)では7学科のうち6学科で増えており、いちばん
早い入学者選抜で入学を決める受験者が増えた結
果となった。オープンキャンパス等参加者の内、3年
生の43.1％が出願（AOと推薦の志願者のうち89.2％
がOC参加）している。引き続きOC参加者を増やし、
出願率を上げ全学科定員確保を達成したい。
②　オープンキャンパス参加者数の確保
令和6年参加者数　
　参加者1,380人(1,210)、内3年905人(787)、内志願者390人
（359)、出願率43.1％（45.6％）　
　※入試説明会とミニOC含む受験対象者の実数　括弧＝Ｒ5
　大学案内は表紙のイメージを一新し全面リニュー
アルした。HPや広報物ともイメージを統一した結
果、まずはOCにきてもらうという目標は参加者数増と
いう結果になり、成果はあった。入学支援センター
会議ですでに共通認識済だが、①にあるように、OC
に来てくれないとほぼ出願しない。OCに来てくれた
人をどれだけ出願させるか、OC参加者の出願率を前
年以上に上げることを目標にして、今後のOCを取り
組んでいく。
③　受験対象者の本学認知度の向上
アドミッションオフィサーによる高校訪問や進学

相談会（会場、高校内）での案内、進学雑誌、Web
広告、SNS、DM発送等で情報発信を行い、高校生
の初回接触機会も維持しながら認知度を向上させ
た。今後更に内容を再確認しながら実行し、本学認
知度を向上させたい。

（６）第7章－３　入学者選抜
①　入学試験制度検討ワーキンググループ（平成30年
度設置）の提言に基づく入学者選抜の円滑な実施と
検証
　入学者選抜企画運営委員会を統括組織とした入
学者選抜統括実施本部、入学者選抜問題作成委員
会、学生募集要項策定委員会等の実施体制のもと、
入学者選抜実施要領により教職員の役割を定めると
ともに、学内職員に対しては入学者選抜連絡会議等
において、高校関係者や受験生に対しては入学者選
抜説明会、オープンキャンパス及びホームページに
おいてそれぞれ周知を図ってきたことにより、トラブル
もなく円滑に実施することができた。
②　入学者選抜制度と奨学金制度の連動性・有効性
の検証
　令和7年度入学予定者数に対する奨学金受給者
の割合は全体で25.9％であり、令和6年度と同程度
の比率となり、一定程度の有効性を確認できた。
③　早期合格者に対する入学前教育と高大連携の在
り方の検証
　高大連携事業協力校10校に対して、学校推薦型
選抜合格者35名に対する入学前教育を依頼し、問
題もなく実施することができた。

　令和7年度入学生のうち、高大連携協定校から来
た学生35名に対して、入学前アンケ-ト を実施し、
大部分の学生が入学前教育は「役に立っている」と
回答しており、入学前教育の有効性を検証すること
ができた。
④　入学者選抜システムの改善等による入学者選抜
業務の効率化と経費の削減（入学者選抜業務10％削
減・経費10％削減）
　令和７年度実施の入学者選抜における経費削減
への取り組みを検討すると共に、各選抜における事
務作業の効率化と経費削減に努めた。
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（７）第８章　教学
①　時代の変化に応じ、カリキュラム・ポリシーに則し
た教育課程の編成
　社会の変化に対応して各学部・短期大学の令和
６年度教育課程案を作成し、学則変更案を理事会
に上程した。
②　カリキュラムマップ・ナンバリングの活用
　次年度教育課程の改訂に合わせて、カリキュラム
マップ・ナンバリングの活用について再確認した。
　短期大学では、ディプロマ・ポリシー変更に伴いカ
リキュラムマップを一部変更し、全学的な統一化を
進めた。
③　統一様式によるシラバスの充実(アクティブ・ラーニ
ング、学修法、評価方法等)
　全学統一様式により各学科のシラバスチェックを
実施し、シラバスの充実を図った。
④　アクティブ・ラーニングの推進
　大学・短大の教育理念・方針に合わせてアクティ
ブ・ラーニング手法の導入を継続して推進した。大
学３学部におけるPC必携化、デジタル教材活用等
の学修環境の整備を推進した。
⑤　全教育職員による授業公開・相互評価の実施
　全キャンパスでピアレビュー（授業公開・相互評
価）を積極的に展開し、授業改善に反映させた。
⑥　学修成果可視化のための量的・質的データの分
析・公表
　学期末ごとに学生の取得単位をチェックし状況把
握・分析を行い、教育課程委員会、教授会を通して
改善方策が提出された。卒業判定時の基準となる
GPA値の扱いについて確認した。

IR推進センターによるデータの一元化作業と連動
させて、教学データの集約を行った。
⑦　HBG版学修履歴証明書の作成と運用
システム開発管理センター・IR推進センターと連

携して、令和6年度版学修履歴証明書の作成作業を
行い、短期大学2年生には4月に、大学4年生には11
月に配付した。卒業生については、3月14日の学位記
授与式で配付した。

（８）第９章　学生生活支援
①　大学・短大全体として退学率2％以下※括弧内前年度
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　退学率は、大学3.9％（前年同時期3.3％）、短大
3.3％（前年同時期6.8％）である。
　本年度の成果として、より詳細な分析と対策立案
につながるように一人暮らし等の関連要因や複数の
退学理由を含めた集計方法とし、また各学科の取組
における成功事例をセンターで集約し共有する体制
として、学科間でお互いの効果的取組が参考にでき
る体制とした。また、各キャンパスの学生相談室・保
健室合同での情報交換会及びカウンセラーと学生
生活委員会とが連携した情報交換会を実施した。
　来年度に向けて、退学防止に向けた経済的支援と
して日本学生支援機構奨学金受給継続に係る支援
を強化していきたい。
②「学生生活の満足度調査」総合的な満足度（満足・
やや満足）90％以上
　卒業生の総合的な学生生活の満足度は大学91％
（前年82％）短期大学97％（前年95％）となり、大
学・短期大学とも90％以上の目標を達成することが
できた。今年度は、大学短大合同スポーツ大会、大
学祭・あかね祭の開催において、各キャンパスの自
治会役員の連携が密に行われより満足度の高い内
容となったこと、授業等の教務関連や教職員のサ
ポート体制の満足度が上がったことなどにより、大
学・短期大学とも昨年度を上回る結果となった。
③　HBG夢カルテの改善・各項目の記入100%
　夢カルテの項目記入100％は休・退学の学生を除
いて達成できた。夢カルテは学生が自身の成長を
チューターと確認するためのツールとして定着してい
る点は評価できるが、さらに普段の学生状況を細や
かに把握しながら指導するアイテムとして活用を促進
させる必要がある。

（９）第10章　就職・キャリア支援
①　進路決定率100%
　進路決定率は、大学99.6%（就職99.6% 進学
100%）、短期大学100%（就職100% 進学100%）で
あった。学生の進路決定状況については各キャンパ
ス就職・キャリア支援委員会において情報共有に努
め、未内定者について対応策等を協議し、センター
会議に報告し学園全体の視点から課題集約、改善
策等の検討を行った。各チューター及びキャリアセ
ンター職員による個別相談・個別面談に努めたが、
チューターの呼びかけに応じない学生やキャリアセ
ンターに全く来室しない学生もいたため、日ごろから
の学生への声掛け、個別支援の充実を図ることが必
要である。
②　卒業後における定着状況の把握及び支援
　教学支援センター実施の「教育内容に関するア
ンケート調査」の質問項目に卒業後の進路動向に
関する質問4項目を付加し、令和4年3月卒業生（大
学298名、短期大学181名）を対象として進路定着
状況調査を実施したところ、回答率は大学24.2%
（72/298）、短大18.2%（33/181）であった。離職率

は大学33.3%（22/66）、短大43.3%（13/30）であり、
離職の内訳は、大学は転職21名・無職1名、短期大
学は転職11名・無職2名であった。厚生労働省調査
（令和3年3月卒業生）によると、大卒離職率34.9%、
短大卒離職率44.6%との報告があり、本学の大卒は
1.6%低く、短大卒は1.3%低い結果となった。
③　就職先企業アンケート「卒業生の資質（5段階評
価）」3.5以上
　卒業生就職先の企業等へ「求める人材要件」等の
アンケート調査を行い、教育の効果及び学生が修得し
た学修成果を把握した。その結果、大学は10項目中3.5
以上が5項目、短期大学は7項目であり、達成率はそれ
ぞれ50%、70%であった。一方、評価の低い項目（3.4以
下）は、大学は「専門的知識・技能」「一般常識・教養・
マナー」「パソコン操作等の能力」「理解・判断力」「問
題解決能力」、短期大学は「専門的知識・技能」「パソ
コン操作等の能力」「問題解決能力」であった。この結
果を各学部・学科において教育内容や教育方法に反
映し、カリキュラム改善やＰＣ必携化等の改善に努めて
きた。

（10）第11章－１　地域連携
①　知的資源、人的資源及び施設・設備を活用し、地域
社会と連携、協働を図り、地域社会が抱える課題の解
決に寄与し、また地域連携に関するノウハウを蓄積して、
地域連携活動を具体化

　　各学科の知的資源・人的資源を活用し、地元自治体
や産業界と連携した活動を展開し、私学私立大学等
改革総合支援事業のタイプ3「地域社会の発展への貢
献」地域連携型に採択された。

②　対人援助研究の強みを生かし、多様な考え方や価値
観から生じる課題を有する地域社会のニーズに対応

　　各学科で蓄積されている対人援助に関わる研究成
果を活かし、地域課題の解決や地域社会のニーズに
対応するため、「認知症カフェ」等8事業を展開した。

③　自治体、産業界（経済団体、企業）との包括連携
協定による連携推進のための会議を定期的に開催
し、地域連携事業を推進

　　包括連携協定を締結する自治体や産業界（大
学：18団体、短大：14団体）と協議会を定期的に開
催し、寄附講義6講座を含む各種事業を展開してき
た。

④　地域、企業や教育コンソーシアムと連携し、学生が主
体的に地域と関わる課題解決型学習やフィールドワー
クを実施

　　学生が主体的に地域に係る課題解決型学習や
フィールドワークなどの科目を10科目開設するとともに、呉
地域オープンカレッジネットワーク会議「学生の夢実現
プロジェクト」に1事業が採択された。また、教育ネットワー
ク中国主催の4事業に参画することができた。

⑤　地域連携を活発化することで、本学の教育研究活動
の高度化を促進し、地域関係機関、経済団体、教育機
関等が連携できる体制、環境を整備、確立
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３　事業報告

　　サンフレッチェ等の地元産業界、慈楽福祉会等の
社会福祉団体、障害者スポーツ団体、さらに広島市教
育委員会との連携を強化し、本学の教育研究活動の
高度化を促進した。

（11）第11章－２　社会貢献
①　本学が有する知的資源、人的資源及び施設・設備を
活用し地域社会と連携を図り、地域社会が抱える課題
の解決に貢献

　　各学科の知的資源・人的資源や施設等を活用し、地
元自治体や産業界と連携して地域課題の解決のため
に20件以上の取組を実践し貢献した。

②　実践的な教育研究活動を通して持続的な連携事業
の展開を実現するため、教育研究に関わる連携事業の成
果を蓄積し、地域社会の発展に貢献できる人材を育成

　　各学科の教育研究活動に関わる連携事業の成果を
ふまえ、地域防災や地域経済活性化に関わる人材育成と
して4事業を実施した。

③　学習機会提供のため、本学が有する知的資源、人
的資源および施設・設備を活用し、リカレント教育や学
び直し教育の展開、充実に貢献

　　HPをリニューアルし、科目等履修生制度や研究生制
度を含めた学び直しの場に係る広報の充実を図った。
また、履修証明プログラムを12講座開設し、11名に履
修証明書を発行した。

④　地域社会のニーズに応じた各種講座の開講
　　地域社会のニーズに応じた生涯学習のための公開
講座を130講座開講し、延べ3,097人の受講者を得た。

⑤　学生及び職員の地域活動、地域イベント及びボラン
ティアへの積極的な参加

　　各学科の多くの学生が地域行事やスポーツ大会等
のボランティア活動に参加し、関係団体から高い評価
を得ることができた。

（12）第11章－３　国際交流
①　全学の学生及び職員を対象とする国際交流の促進
及び実質化
　今年度のドイツ・カトリック大学との国際交流にお
いては、9/18にドイツから15 名が来学し、本学から
25名の参加者（合計 40 名）で学術交流及び協力に
関する協定締結式、教育交流、昼食交流会を行う
ことができた。一方、フィリピン・パーペチュアル・ヘ
ルプ大学への短期語学研修は、令和5年度に加えて
さらなる準備は進め、本学学生の留学希望者は存
在したものの、他大学も合わせた最終催行人数に届
かず、実施できなかった。その代替事業として、学内
における短期留学に向けた英語教育の推進として、
ネイティブの講師を迎えオールイングリッシュの講習
会を開催した（2/25-3/1、参加者12名）。参加者から
は好評を得、次年度に継続を望む声も聞かれた。令
和7年度については、英検の学内受験を踏まえ英語
の語学力向上を第一に掲げ、早期募集、さらなるプ
ログラムの開発等を検討する。実施していくうえで、

パーペチュアル・ヘルプ大学東京事務所と連携・協
議し、実施する計画を立てることにした。
②　海外からの留学生と日本人学生の交流促進
　人間健康学部は他大学（広島大学・広島市立大
学）と連携して、海外からの留学生と日本人学生のス
ポーツを通しての国際交流を行っていた。本学学生
が海外へ出向くことも必要ではあるが、日本国内にい
る海外からの留学生と積極的に交流することで、グ
ローバルな観点を醸成したい。
③　国際交流に係る規程等の整備と実行
　今年度ドイツ・カトリック大学とは、学術交流及び協
力に関する協定を再度締結することができた。他大学お
よび他の教育研究施設とも協定の再締結や見直し、規
程等の整備及び実行を継続して行っていく。

（13）第12章　研究
①　研究の推進と多様化
・HBG対人援助研究センター及び看護綜合研究セ
ンター・子ども子育て支援研究センター・スポーツ健
康福祉研究センターの連携・協力強化
対人援助研究センター・３センターの情報交換は行
われているが連携・協力効果は十分ではなかった。
・「対人援助」に係る活動及び研究の継続
「大学教育へのメタバースの活用」に関する研究と
「本学の支援の必要な学生の支援」に関する研究
を継続し、成果の一部を学生にフィードバックした。
また、FD研修会において報告した。
・学科・研究科教員の共同研究の推進と多様化の
推進研究交流会を2回実施し、年度以降の共同研究
の推進「種」がまかれた状況である。
②　研究成果の発信
・研究発表会・公開講座等の開催　学科毎に年1
回以上
　本年度、対人援助研究センターと看護綜合研究
センター、子ども子育て支援研究センターでは研究
センター年報を発行し、また、３センターでは公開講
座・講演会を開催した。
・学会誌・紀要への投稿　各教育職員が3年間に1
編以上
　目標達成率は大学68％（芸術実技系教員は除
く）、短期大学は61％であった。目標未達成の教員も
おり、引き続き研究の推進と論文の執筆を促す。
③　研究基盤の強化
・科学研究費補助金等の外部研究資金獲得と活用
　教員の申請率50％以上
　申請率は、採択者を除いて、大学では28件（35％）､短
期大学は１件（4％）の申請であり、目標に達しなかった。
・学科・研究科教育職員等による情報交換会及び研
修会等の研究交流の場を設定　年間２回以上
　情報交換会を2回実施した。また、全学共通テーマ
を軸に、学科横断的な研究交流を行った。
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続性を高めることが可能となっている。さらに、学園
サーバーの環境改善として、サーバー機のメモリ増設
を実施したことで、処理能力の向上とシステムの安定
稼働が実現され、ユーザーへの安定したサービス提
供を可能としている。
②　eキャンパスの推進（学務系システムの更改）
　法人事務局主導のもと、次年度後期より稼働予定
の学務システム・総務システム導入に向けた業者選
定を実施し、総合的に評価した結果、本学園のシス
テムにとって最適な業者を決定した。そして、導入に
向けて、現行システムと新システムの差異の確認、お
よびシステム移行に関して、特に、データ移行に関す
る調整を行っている。また、新システムの各種機能に
ついて、業者との打ち合わせを継続的に実施し、運
用開始に向けた調整を進めている。今後、導入スケ
ジュールの具体化、テスト運用の実施、職員向け研修
計画の策定などを順次進め、円滑な稼働を目指す。
③　必携PC円滑利用に向けたサポート
　必携PCおよびスマートフォン等のICT端末に対す
る学生からの問い合わせ対応については、通常の
ICT支援サポート業務の一環として実施しており、適
宜対応を行っている。これにより、学生が円滑に必
携PCを利用できるための支援を継続的に提供でき
ている。また、必携PCの利用に伴うネットワークトラ
フィックおよび通信状態の常時監視を実施し、安定
した運用を維持している。これにより、通信障害の
早期発見と迅速な対応が可能となり、利用環境の最
適化に寄与している。今後も引き続き、学生の利便
性向上と安定運用の確保に向けた取り組みを強化し
ていく。

（16）第15章　ＩＲ
①　IR業務の段階的整備、データの一元管理体制の
構築
　統一様式により、センター等各部署のデータ集約
を実施するとともに、主要なIRデータについて、調査
目的、調査項目、分析方法等をIR推進センター会議
で確認して、データの一元管理を推進した。
②　研修などへの積極的な参加、IR業務のためのレ
ベル向上

IR協会等が主催する研修会に参加し、研修内容
をセンター会議で情報共有した。データ分析チーム
を継続設置し、Tableau利用の研修会に参加して、学
生募集、教務、及び経営に関するデータについて分
析作業を行い、取組状況を報告書にまとめた。大手
前大学・短期大学との共同研修会でTableau活用を
中心にIR推進センターの活動状況を報告するなど、
IRの普及・啓発活動を積極的に展開した。
③　学生の成長を評価し、その評価を可視化できるよ
うなシステムの構築
　学生の成長を可視化するための学修履歴証明書
の作成を、教学支援センター・システム開発管理セン
ターと連携して計画的に進め、令和6年度版学修履

３　事業報告

（14）第13章　図書館
①　図書館利用の活性化（利用比率増）
　前年度よりも学生数が減少している中、入館者数
は、前年度よりも若干増加しているキャンパス館もあ
る。また電子書籍へのアクセス数は前年度よりも減と
なっているが、貸出冊数は全キャンパス館の合計で
23.5％増加している。また、アクティブラーニングを
推進するためのラーニングコモンズ（長束、利用者
1,047名）、オープンコモンズ（阿賀、利用者952名）
も前年度と同程度に活用されている。さらには長束
ではジブリ作品の展示等、阿賀では看護実習や国
家試験対策の書籍を定期的に掲示するなど、学生
のニーズに応じた企画を行っている。
前述したように電子書籍へのアクセス数が減少して
いることから、今後図書館においても、学生へのICT
活用スキル向上への支援が必要になってくると思わ
れる。
②　教育研究資料の安定した収集（学生数に応じた
図書費確保）
　長束では、令和6年度改定の小学校教科書・指導
書を揃えた。また阿賀、坂では資格問題集、卒業研
究用の図書など実用的な資料を中心に収集してい
る。
　一方、坂では長年の課題であった除籍予定図書
の整理を行い、各キャンパスの希望者に1,790冊を譲
渡することができた。
また、昨年度に引き続き「共有・連携・持続可能」
のキーワードのもとに、現状の研究用のデータベース
を維持することができた。また、心理系のデータベー
スについては、ProQuest One Psychologyを複数年
契約することにより、これまでと同等の利便性をより
安価に提供することができた。今後はさらにオープン
アクセス論文の活用などを図っていきたい。
さらには、前述した3つのキーワードのもと、図書

館システムの機能である蔵書取り寄せ機能の利用も
昨年度より大幅に増加しており、教育研究図書の有
効な活用がなされていると言える。
③　学内知的生産物のリポジトリ登録率100％維持
　他大学図書館・諸機関と連携して、多様な学術
サービスを共有し、速やかな文献入手体制を引き続
き維持していく。次年度については、学芸学部紀要
に投稿のあった論文6編や、短期大学紀要の論文6
編のリポジトリへの登録などを予定している。

（15）第14章　システム
①　リプレース後の円滑な運用
　週2回の定例会議を実施することで、発生した課
題に対して迅速な対応を可能としており、これによ
り、情報共有の円滑化と意思決定の迅速化が図ら
れ、業務の効率化に貢献している。また、サーバー機
器およびネットワーク環境の状態を常時監視する体
制を整え、障害の早期発見と迅速な対応を実現して
いることで、システムの安定稼働を確保し、業務の継
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に2名の教員で実施した。高校教員対象のオープン
キャンパス(6/6)を実施し、参加校16校の進路指導
教諭などとの連携を強化した。
③　教職採用試験合格者の輩出　
　令和7年度教員採用試験結果は4年次生、3年次
生ともに合格者は出なかったため、目標は達成でき
なかった。次年度の合格者輩出に向けて支援を強
化する。
④　退学者が在籍者数の2％以内

3月31日の時点で、退学者13名、退学率は4.0％で
あった。
⑤　アクティブ・ラーニング授業導入率が看護学科開
講科目の80％以上
アクティブ・ラーニング授業導入率は、看護学科

開講科目の80％がシラバス上明記出来ており、目標
は達成できた。
⑥　問題解決型・課題探究型学修の展開推進
　感染症予防対策重視型から対面学修に移行、低
機能・高機能シミュレーター等の積極的活用、ハイ
ブリッド授業による教育効果の支援体制強化を継
続。援助技術の実践ではICTを活用した教育方法を
継続実施、学生は状況に対応した学修方法を確立
できた。またノートPCの必携化、電子書籍導入・講
義展開についても、アンケート調査を実施、積極的な
活用に適応できている。

[看護学研究科]
①　看護学研究科の教育・研究組織の充実を図り論
　文が遂行できる
　看護学研究科教員の指導のもとで、博士論文１
件、修士論文３件が提出承認された。
②　学生のCNS・専修免許を含む資格取得の実現
　本年度大学院前期課程修了性３名のうち，２名
がCNSを取得した。また6年度には1名が老人看護専
門看護師資格1名、急性・重症患者看護専門看護師
に計１名が CNSに合格した。既卒生の資格取得は
100％である。
③　教員の個人研究･共同研究の推進による、学術　
　誌等への投稿及び科学研究費への応募と採択の
　増加
　「統合研究」等の学術誌への投稿がなされ多く
の論文が採択されたが、科学研究費に関しては
応募をしたが採択は1名であった。
④　看護学部教員の博士学位保有者数が全教員の
　半数以上の確保
　博士学位取得を呼び掛けているが、博士学位保
有者は４割に満たない状況である。若手の看護教員
の中には博士後期課程受験を希望しているが、金銭
面での負担があり、受験に至っていない。

[学芸学部]
①　教育の質の向上
　教養教育・学部共通開講科目「数理から見た生活」を

３　事業報告

歴証明書を学生に配付した。新システムにおける学
修履歴証明書やHBG夢カルテの様式及び運営方法
等について検討作業を行った。

（17）第16章　自己点検・評価
①　大学機関別認証評価における「適合」認証の評価
　　大学は2028年度受審、短大は2026年度受審に向
けて、提出資料及び備付資料等の整理、自己点検・
評価報告書の作成の準備を進めており、引き続き着
実に取り組む。
②　大学・短大とも認証評価基準に準拠した自己点
検・評価報告書を毎年度作成
　　各部署において、自己点検・評価報告書の作成
に向けて取組を進めることができている。作成した
報告書について、昨年度に引き続き、外部の有識者
による外部評価を受け、修正したうえで、次年度6月
頃にはホームページ上で公表する。
③　自己点検評価・報告書の点検内容について評価
に止まらず、PDCAサイクルを確実に実践
　　学長を委員長とする自己点検・評価委員会の主導
により、職員個人、各部署及び大学・短大全体による
PDCAサイクルを確立することができている。中間報
告を12月に、年度末報告を3月に行っており、内部質
保証のための自己点検・評価体制を確立している。

（18）第17章　リスク管理
①　リスクマネジメントの強化
　内部統制システムの構築により、自然災害はもち
ろん、内部通報やハラスメント防止等のリスク対策
を推進する体制を整備した。
②　監査体制強化（内部監査体制を強化し、法令遵
守の徹底）
　本年度の監査計画に従って、監事・監査法人によ
る監査、内部監査とも適正に実施し、事務の適正化
を図った。
③　組織倫理の確立
ガバナンス・コードの周知、研究倫理eラーニング

の実施、ホームページへの情報公表の掲載等を継
続的に実施し、また、内部統制システムの構築によ
り、学園コンプライアンスをより強固なものにした。

（19）第18章　広島文化学園大学・大学院・短期大    
　　  学の教育方針と教育計画

 [看護学部看護学科]
①　国家試験（保健師・看護師）合格率全国平均以上
　令和6年度の全国における看護師国家試験合格
率は95.9％、保健師国家試験合格率は96.4％であっ
た。本学の看護師国家試験合格率は86.1％、保健
師国家試験合格率は75.0％であった。全国平均以上
という目標は達成できなかった。。
②  入学者の定員確保
　入学者は76名。看護学部教員による高校訪問は、
前期高校訪問20校(7月)、後期高校訪問20校(12月)
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必要があり、来年度に向けて授業担当者意見交換
会で要請した。要請の方法について、効果的な方法
を検討、実施する。
②　卒業時満足度調査における総合的満足度で満　
足と回答する割合が80%以上
　　総合的な満足度で満足（やや満足＋満足の割合）
と回答した学生の割合は90％で、目標を達成できた。
　　卒業生50名全員から回答があり、全22項目の満足
（やや満足＋満足の割合）と回答した割合が82％か
ら96％の間にあり、90％以上の項目が16項目、平均
が90.4％、総合的な満足度が90％であり、総じて満
足度は高いと考えられる。
　　データを詳細に検討し、更なる改善に向けて課題
を焦点化して取り組む。
③　退学者数が在籍者数の2％以内
　　除籍1名、退学7名の計8名、退学率3.6％で目標を
達成できなかった。
　　長束キャンパス学生部作成のデータベース「学
生情報」を活用し、出席率の低い学生や当該学生
への取り組みの状況を学科として早期に把握・共有
し、チューターを中心に保健室、学生相談室、学科
会との連携を密にして組織的な取り組みを進める。
④　進路決定率が100％
　　3月31日の時点で、内定を得た学生が46名、卒業
生数50名を分母とする進路決定率が92.0％で、目標
を達成できなかった。なお、機関要件では、内定を
得た学生が49名、内定率が98.0％であった。
　　就職を希望する未内定の学生１名は、放課後児
童クラブの求人を探している状況である。チューター
が３月31日にも面談し、一緒に広島市の放課後児童
クラブの求人を調べるなど、フォローを続けている。
⑤　小学校教員、公立幼稚園教員、公務員（保育士）
の合格者数が卒業生の20％以上
　　合格者数は小学校教員10名、公務員（保育士）２
名の計12名で、その割合が24％となり、目標を達成で
きた。また、現役生２名が広島市会計年度保育士と
して採用が決まった。既卒者については、小学校教
員が12名、公務員（保育士）が2名、本務者として採
用が決まった。来年度から、採用試験担当者と学科
会が中心となって、教職支援室、キャリアセンター、
教職課程委員会等の関係する組織と連携・協働し
て、学生の指導・支援に当たることができるように、
教員・保育士採用試験支援体制の検討・整備を早
急に進める。
⑥　入学者数が定員の100％
　　志願者64名、受験者62名、合格者62名、手続き
者数51名、辞退者1名、入学予定者50名で、定員の
62.5％となり、目標を達成することができなかった。
今後、オープンキャンパス等への参加者数の更なる
増加、その中に占める3年生の人数の増加、そして、
志願率を50％へと向上させることを目指し、集客や
志願率向上のための具体策を早期に検討・確定し、
実行に移していく。

本年度から開講するとともに、情報リテラシー関連科目
の充実を図った。また、キャリア教育の体系に向けてカリ
キュラムの検討を行い、科目「キャリアガイダンス」を新
設した。
②　学修成果の可視化と活用
　　PROGテストの実施及び結果のフィードバック等
を通して学生自身の自己理解を深める機会を設け
た。3年生に対して学修履歴証明書を11月に配布し
た。卒業生に対しては学位記授与式（3月14日）で配
布した。
③　対人援助職への就職者数の増加
　　対人援助職への卒業者に占める就職者は55.3％で
あり、前年度では就職希望者に占める割合が約50％
であったことから、増加していることがうかがえる。
④　就職希望者の就職率の向上（95％）
　　3月31日時点で、就職希望者は全学生の90.8％で
あり、そのうち就職内定率は94.9％であり、目標の
95％がほぼ達成できたと言える。
⑤　教員採用試験合格者数の増加・幼稚園及び保育
所就職者数の増加
　　小学校10名、中高等学校（音楽）2名、公務員（保
育士）2名、会計年度保育士2名であった。
⑥　学生生活満足度の向上（3.8以上）
　　令和6年度学芸学部卒業生の満足度調査では、

89％の学生が学生生活に満足であると回答してお
り、学生生活全般の満足度は高かったと言える。満
足度が85％を下回ったのは、自治会活動におけるス
ポーツ大会および施設や設備全般であり、前者につ
いては学生生活の多くの時間をコロナ渦で過ごした
ことが影響していると考えられる。また、後者につい
ては、今後施設・設備の充実を図る必要があると思
われる。
⑦　小規模事業者の増加（個人レスナーなど）
　　小規模事業者については、5名が確認された。今
後も各学生の希望等を把握し、適切な情報提供を
行う必要がある。

[学芸学部子ども学科]
①　アクティブ・ラーニングによる授業の実施率が開
講科目の80％以上
　　令和６年度の常勤及び非常勤講師を含めた開講
科目184科目中（セミナー、卒業研究、学外実習、不
開講科目を除く）、29.3％の54科目について回答が得
られた。開講科目184科目に対する実施率は29.3％
で、目標を達成できなかった。
　　最も用いられたアクティブ・ラーニングの手法
は「ディスカッション（＝ペア・グループ討議）」
（74.1％）で、次いで「コメントペーパー、ミニッツ
ペーパー」（70.4％）、「情報収集と整理」(57.4％)、
「事前課題の提示（反転授業）」(54.7％)であった。
学修者中心の授業の実現に向けて更なる質の向上
について検討を行った。
　　なお、回答があった54科目における実施率は

100％であった。回答率の向上について改善を図る

３　事業報告
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　博士後期課程における学位授与はなかった。また、
博士前期課程学生の修了生・在学生の専修免許取
得希望者はいなかった。
④　地域連携の企画・事業実施
　「子ども学研究会」（公開講座）を末永雅子名誉教
授を講師として、開催した。参加者は73名であった。
　子ども学論集には4編を掲載し発刊する（年度
内）。関係教育機関、就学前施設、地域自治体等に
発送した。
⑤　研究と教育のダイナミックな連携による教育の質
の保証
　科学研究費補助金新規応募者は3件、すでに採
択されたもの3件であり、また、本研究科教員と他大
学教員が科研のテーマに沿って共同研究を行ってお
り、大学院生の指導・教育・研究に反映させることが
できた。
⑥　学習意欲旺盛で優秀な学生（社会人を含む）の
　確保
　学部学生への説明会を実施した。また、「新しい
教師の学び」コンテンツを活用についてHPに掲載し
た。大学院の特色について、広島市教育センター等
との連携・協力の可能性を探り、14条適用やパート
タイム学生制度導入について検討した。

[人間健康学部スポーツ健康福祉学科]
①　入学者の安定的定員確保（充足率100％）
　令和6年度の入学者数は142名であり、150名定員
をわずかながら下回った。これは、一般選抜、共通
テスト利用入試の歩留まりが低かったのが原因であ
る。その理由として、数年前に学生数の上限の問題
で一般選抜において不合格者を多数出さざるを得
なかったことが影響しているとも考えられる。
　一方、令和7年度の入学者数は168名であり、150名
定員を大きく上回った。これは、進路ガイダンス、高
大連携、クラブ活動の充実と学生による口コミ、アス
レティックトレーナーの認定校など、複数の要因が関
与されるが、本学部教員が一丸となって取り組んだ
成果であると言える。
②　アクティブ・ラーニング授業実施率が開講科目の

80％以上
　令和6年度の常勤及び非常勤講師を含めた開講
科目数は159であり、58の科目からアクティブ・ラーニ
ング授業実施の回答を得た（36.5％）。回答があっ
た科目でのアクティブ・ラーニング実施率は100％で
あるが、回答がなかった科目を含めたため実施率は
36.5％となった。
③　授業評価アンケートにおける授業満足度の向上
（5段階3.5以上100％）
　令和6年度の前期開講授業科目数は100であった。
そのうち満足の項目（総合評価）が3.5未満であった授
業は0科目であった。目標を達成した。
④　退学者数が在籍者数の2％以内
　令和7年3月末現在の退学率は3.8％である。また、令
和7年3月末現在の休学率は1.5％である。年間2％以内

３　事業報告

[学芸学部音楽学科]
①　授業評価アンケートにおける授業満足度の向上
（5段階4.0以上）
　教養科目において4.5、専門科目においては4.6とか
なりいい満足度評価を得ることができた。レッスンを
中心に評価が高く非常勤講師との意見交換会など
を通してより強い協力体制を作っていきたい。
②　アクティブ・ラーニング授業実施率が開講科目の

80％以上
　音楽学科では、全科目360科目中（セミナー、卒業
研究、学外実習、不開講科目を除く）59科目につい
て回答が得られた。最も用いられたアクティブ・ラー
ニングの手法は「事前課題の提示（反転授業）」
（38科目、68.3％）であった。さらにプレゼンテー
ション発表が61.0％と多く音楽特有の演奏発表がそ
れにあたる。実施率が20％ほどだが、科目数に対し
ての回答率があがれば、数値のアップは可能と思わ
れる。
③　退学者数が在籍者数の2％以内

6名の退学者があり退学率が4.0％となり目標を達
成することができなかった。内訳では、学費面2名、病
気の為2名、進路変更2名となっている。大学としてで
きること（奨学金や、配慮願い）は実施したが、退学者
の予兆をつかみ早めに対応していきたい。
④　就職率の向上（専門職域就職率60％以上、全就
　職率95%以上）
　就職率100％で目標に達した。専門就職率は58％で
あと少しというところであった。
経済的理由で卒業延期、持病の不安感から正規の就
職（教職非常勤を含む）をためらっている卒業生もお
り、それらを含めサポートを怠らないようにしたい。
⑤　中・高音楽教員の継続的な輩出

2名が現役合格することができた。それぞれ広島
市、島根県での採用となった。3年次からの教職希望
学生への教員採用試験に向けた支援を強化してい
きたい。

[教育学研究科]
①　教育学研究科の教育・研究組織の充実､教育の
　質の確保
　３つのポリシーとアセスメントプランについて検討
し、一部を修正した。
　新規に４名の教員が大学院担当することとなった。
　大学院にかかる業務（入試を含む）について担当
者と役割を明確化した。
　大学院学生募集要項、学生便覧の確認と見直し
を行い、次年度修正することにした。
②　授業評価及び教育研究指導に対する学生の満
　足度の向上
　評価は評定値でないが、記述内容から授業や研
究指導に対する博士前期課程・後期課程在学生
による満足度も高いことが示された。
③　博士後期課程における学位授与及び専修免許を
含む免許・資格取得の実現
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に退学率を抑えるという目標は達成されなかった。
⑤　就職希望者の就職率が100％
　対策講座などを強化し、学生一人ひとりが希望す
る進路へ進めるよう支援を行ったが、令和6年度の
就職率は99.1％にとどまり、目標を達成できなかっ
た。引き続き対策講座等を充実させ、学生の目標達
成に結び付けていきたい。
⑥　中高保健体育教員の輩出
　令和6年度は、現役生で特別支援(中学) に1名、
特別支援(高校) に1名合格し、既卒生では、特別支
援(高校)に1名が合格し、現役生及び既卒生合わせ
て3名の保健体育教員を輩出した。なお、現役生の
合格者は2年連続で目標を達成できた。
⑦　対人支援活動の充実（地域支援者500人以上）
　「HBGはなまるキッズ」564名、「テニス教室」150
名、「ダンス公開講座・呉市長杯」435名、「ブライン
ドサッカー」52名、合計1,201名であり、目標を達成で
きた。

[人間健康学研究科]
①　人間健康学研究科の教育・研究組織の充実を図る
　人間健康学部専任教員に対して研究科担当教員
資格審査を実施して大学院担当を16名体制とし、教
育・研究組織の充実を図った。
②　学習意欲旺盛で優秀な学生（社会人を含む）の確保
　令和7年度入学希望者は人間健康学部卒業予定の
学生1名であった。学生定員5名は確保できず、また社会
人入学者の確保に至たらなかった。今後は、現役学生は
もちろん、社会人も含めた学習意欲旺盛で優秀な学生を
確保するために、実業団等への働きかけを充実させてい
きたい。
③ 専修免許を含む免許・資格取得の実現
　修了生は全員が保健体育の専修免許状を取得し、目
標を達成することができた。
④　人間健康学研究科に在籍する全ての学生が修士
（人間健康学）の学位授与に値する論理的な研究
論文を完成
　修士論文審査の結果、2名とも修士の学位授与に
値する研究論文であることが確認された。そのうち
の1名は日本体育・スポーツ・健康学会で研究成果
を発表し、高い評価を得ることができた。
⑤「人間健康学研究会」による地域連携の企画・開催
　坂町との連携のもと、ブラインドサッカーに関する
調査研究を実施するとともに、パラ・アスリートを演
者に招き、97名の参加者を得てスポーツ講演会を開
催することができた。
⑥　教員の個人研究･共同研究の推進による、学術誌等
への投稿及び科学研究費への応募と採択の増加
　学部紀要や学術誌への投稿については、昨年度
より多い14名の専任教員の論文が掲載されるととも
に、令和7年度の科学研究費に4件の申請があり、令
和5年度よりも多い3件が採択された。

[短期大学コミュニティ生活学科]
①　社会のニーズに合った学びを提供できる魅力ある
学科の創出
　社会の変化に対応し、実践的な学びを提供できる
学科づくりを推進した。特に、カリキュラムの見直し
や授業内容の充実に取り組み、より魅力的な学びの
場を構築した。社会の変化に対応していくために、
定期的な市場調査を通じて、カリキュラム改訂を検
討していく。
②　生きた学びと就職力の向上（進路決定率100％）
　実践的な授業やキャリア支援を強化し、学生一人
ひとりが希望する進路へ進めるよう支援を行った。そ
の結果、進路決定率は100％を達成した。これまでは
チューターによる個別カウンセリングを中心に進めて
いたが、その手法には限界があると反省し、就職に
対する意欲の度合いに応じた学生リストを作成。そ
れを基にキャリアセンターと連携し、各グループに応
じた支援策を定期的に協議・実施していく。
③　学科教育の見える化による入学者の安定的定員
確保（定員充足率100％）
　学科の魅力を積極的に発信し、入学者の確保に
努めた。しかし、定員充足率100％を達成することは
できなかった。SNSなどの媒体をより積極的に活用
し、ターゲットに合わせた広報戦略を強化する。
④　卒業までに１つ以上の資格検定取得サポート（取
　得率100％）
　資格取得を支援するため、講座の開講や個別サ
ポートを実施。その結果、資格取得率は88％となっ
た。また、既卒者1名が広島県中学校家庭科教員に
合格するという成果を上げた。学生の習熟度に応じ
た段階的なサポートとモチベーション維持のための
工夫を引き続き実施していく。
⑤　授業評価アンケートにおける授業満足度の向上

(5段階3.5以上100％)
　各授業の最終回に授業評価アンケートを実施し、
学生の意見を収集した。その結果、前期の授業満足
度は3.5以上が100％を達成。今後も学生の意見を活
かしながら授業の質の向上に努める。
⑥　卒業時満足度調査における満足度の向上(4段階

3以上100％)
　卒業時満足度調査を後期最後のセミナーで実施し
た。総合的な評価では4段階3以上99％だった。今後
も、学生が2年間の学びの成果を実感し、学びに満足
するとともに、自信をもって卒業できる環境づくりを目指し
て取り組んでいく。

[短期大学食物栄養学科]
①　定員充足率（100％）

AO・推薦の選抜での合格者は31名、一般選抜前期
の合格者が2名で、入学予定者は33名、定員充足率は
66％であり、目標には届かなかった。高校ガイダンスや
オープンキャンパスなどで、本学科の魅力を伝えて、入
学に繋がるよう取り組む。
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②　栄養士免許の取得（100％）
　栄養士免許取得予定者は50名（卒業生52名）
で、96％であった。残る2名は栄養士免許の取得は
希望しておらず、卒業を目指し勉学に励んだ。
③　アクティブ・ラーニング授業実施率が開講科目の

80％以上
アクティブ・ラーニング授業実施率は94.8％であ

り、目標を達成していた。アクティブ・ラーニングの手
法を取り入れた授業の実践が授業の質の向上に役
立っていると考える。
④　授業評価アンケートにおける授業満足度の向上
（5段階3.0以上100％）
　前期及び後期ともに授業評価アンケートの結果、授
業満足度は全科目において、3.0以上であり、目標に達
成していた。各科目の授業評価の結果については、授
業改善に役立てていると考える。
⑤　卒業時満足度調査における満足度の向上（4段
　階3以上90％以上）
　卒業時満足度調査における満足度調査の結果、
総合的な満足度が4段階で3以上が98％であり、目標
を達成していた。
⑥　卒業時点での進路決定率（100％）
　卒業者52名のうち、49名が進学または就職を希望
し、3月末の進路決定率は100％（就職47名・進学2
名）/49名）であった。チューターとキャリアセンター
が連携して、本人の希望する進路に向けて支援を
行った結果、全員の進路決定に繋がった。

[短期大学保育学科]
①　定員充足率（100%）　
　保育学科への志願者は全国的に見ても減少傾向
が続いており、募集停止の大学も増えている。このよ
うな状況下にあって、本学科では入学定員70人に対
して入学予定者41人 となり、充足率は58.6％で目標
値に届かなかった。オープンキャンパスへの参加者
数を増やすため、高校の授業参画や進路ガイダンス
への参加の機会拡大を図るとともに、オープンキャン
パス参加者の受験率をより一層高めるべくオープン
キャンパスでの 訴求力を高める。次年度に向け、教
育内容の一層の充実・特色化を図るとともに、web等
を活用した情報発信を継続するほか、募集方法につ
いて取組を焦点化し、より効果的な方策を検討し、
目標達成に向け取り組んでいきたい。。
②　幼稚園教諭(二種)免許状取得（90％）
　幼稚園(二種)教諭免許状の取得率は86％であり
目標値を下回った。
③　保育士証取得率（90％）
　保育士資格取得は取得率83％であり目標値に達し
なかった。幼稚園教諭(二種)免許状及び保育士証取
得の取得率が目標値を下回った要因は、２年次の中途
で個人的な事情のため免許取得や資格取得を断念し
た学生が複数人出たことの影響が大きい。今後は、これ
らの課題を踏まえ、２つの資格取得を柱としつつ、進路
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の多様化に対応することも含め、様 な々状況に対応でき
るようキャリアセンターとも連携を深めながら指導・支を
行っていく。
④　就職率が100％（その内専門職比率90％）
　進学者2人を含め、進路決定率は100％であり、就職
希望者は全員就職することができた。引き続き、チュー
ターを中心に個 の々学生の持ち味が十分発揮できるよ
うにきめ細かな進路指導を行っていく。
⑤　アクティブラーニング授業の実施率が開講科目の

80％以上
　実習・実験等を主とする科目だけでなく、講義形
式の授業においても、グループディスカッションやペ
アワーク、プレゼンテーションなどを取り入れた授業
を行っており、アクティブ・ラーニング授業実施率は
98.6％で、目標を達成することができた。
⑤　授業評価アンケートにおける授業満足度の向上
（5段階3.5以上70％）
　学生による授業評価3.5点以上(5点満点)の目標に
ついては、満足度が教養科目4.8、専門科目4.5で、い
ずれも1.0ポイント以上目標を上回り、いずれにおいて
も満足度3.5以上が100％で目標を達成することがで
きた。今後も科目担当者面談等を行い、個々の学生
に対する学修指導を一層充実させていく。
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